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用語集

あ行 ＩｏＴ 物理的なモノに通信機能を搭載して、インターネット

に接続・連携させる技術のこと。「Internet of Things」

の略。

イノベーション 技術革新。

インフラ 道路、鉄道、公園、上下水道、河川など、生活や経済

活動の基盤を形成する施設。インフラストラクチャー

（infra-structure）の略。

エネルギーマネジメントシステム 複数の建物の空調熱源などのシステムをネットワー

クでつなぐことにより、地域（エリア）単位でエネル

ギーの平準化や効率化を行うシステム。

オープンスペース 都市における公園・緑地・街路・河川敷・民有地の空

地部分などの建築物に覆われていない空間の総称。

か行 合併浄化槽 し尿（トイレからでる汚水）と生活雑排水（台所・風

呂場・洗面所からでる汚水）をあわせて処理する浄化

槽のこと。

既存ストック 今まで整備してきた道路、公園などの都市基盤施設や

建築物のこと。

基盤施設 道路・街路、鉄道、河川、上下水道、エネルギー供給

施設、通信施設などの生活・産業基盤や学校、病院、

公園などの公共施設のこと （都市基盤）。

急傾斜地崩壊危険区域 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基

づく、崩壊する恐れのある急傾斜地（傾斜度 30 度以

上の土地）で、その崩壊により一定規模以上の人家な

どに危険が生じる恐れがあり、切土、立木竹の伐採、

工作物の設置などの行為が制限される土地の区域。

居住環境 住生活を営むうえでの安全性、保健性、利便性、快適

性などの総合的な状況のこと。

緊急輸送道路 災害時に必要な救助、消防活動及び緊急物資を運ぶた

めに指定する道路。被災時には優先して復旧作業を行

う。
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グリーンインフラ 自然環境が有する多様な機能を積極的に活用して、地

域の魅力・居住環境の向上や防災・減災などの多様な

効果を得ようとするもの。

広域道路網 高速道路と一体となって広域交通を受け持つ、網の目

のように通じている道路。一般国道及び主要な県道な

どが対象路線。

広域ネットワーク 都市の機能の連携・分担を支えるしくみ。人々の交流

や物流を支える交通やインターネットなどの高度な

情報通信のつながりにより、広域的な交流と連携、安

全な都市づくりをめざす。

高次都市機能 文化、教育、保健・医療・福祉、業務、商業、工業な

ど、多様なサービスを提供する機能。高次都市機能は

これらサービスについて、広域圏を対象としたより質

の高いものを提供する機能。

交通結節機能 交通が集中的に結節する箇所を指し、鉄道の乗継駅、

道路のインターチェンジ、自動車から徒歩やその他の

交通機関に乗り換えるための停車・駐車施設、鉄道と

バスなどの乗り換えが行われる駅前広場などの機能

のこと。

高度利用 市街地において、建物を高層化・共同化にすること。

建物周囲の空地（くうち）の確保や土地利用の細分化

の防止により、市街地環境の向上を図る。

公民連携まちづくり 市民と事業者、行政が地域社会の課題解決など共通の

目的を実現するため、信頼と理解の下、それぞれの役

割と責任を自覚しながら、お互いの立場の違いを認め

た上で尊重し合い、協力して行うまちづくりのこと。

交流人口 その地域に観光に訪れる人々のこと。

混雑度 道路が交通をさばく能力と実際の交通量の比で、道路

の混雑の程度をある区間について平均的に示す指標。

コンパクトプラスネットワーク 人口減少・高齢化が進む都市において、地域の活力を

維持するとともに、医療・福祉・商業などの生活機能

を確保し、高齢者が安心して暮らせるよう、地域公共

交通と連携して、コンパクトなまちづくりを進めるこ

と。

コンベンション施設 会議や式典、交流会、レセプション、観光などの各種

サービスに対応した施設。
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さ行 サイクルアンドライド 自転車から公共交通機関に乗り換えて目的地に向か

う方法のこと。

砂防指定地 砂防法に基づき、土砂災害を未然に防ぐための砂防設

備を工事したり、治水上砂防のために一定の行為を禁

止または制限する必要のある土地で、国土交通大臣が

指定する土地の区域。

シェアサイクルシステム 他の人と自転車をシェア（共有）し、好きなタイミン

グ、好きな場所で、好きな時間利用するための仕組み。

市街化区域 都市計画法に基づく都市計画区域のうち、既に市街地

を形成している区域及び概ね 10 年以内に優先的かつ

計画的に市街化を図るべき区域。

市街化調整区域 都市計画法に基づく都市計画区域のうち、市街化を抑

制すべき区域。

市街地再開発事業 都市再開発法に基づき、市街地の土地の合理的かつ健

全な高度利用と都市機能の更新を図ることを目的に、

建築物及び建築敷地の整備ならびに公共施設の整備

を行う事業。

市街地整備 土地区画整理事業や市街地再開発事業などの活用に

より、都市基盤の整備や街区再編を行うこと。

次世代産業 航空宇宙産業や健康長寿産業などの今後の発展が期

待される分野の産業のこと。

次世代モビリティ 技術革新による新しいモビリティ（移動手段）のこと。

自動走行、１～２人用超小型電気自動車、カーシェア

リングなど。

自然的土地利用 田畑などの農林業的土地利用に、森林、原野、水面、

河川などの土地利用を加えたもの。

持続可能な開発目標 「Sustainable Development Goals（SDGs）」の日本語

訳。2015 年９月の国連サミットで採択されたもので、

国連加盟 193 か国が 2016 年から 2030 年の 15 年間で

達成するために掲げた 17の目標。

持続可能な都市構造 将来にわたり、行政の財政状況が安定し、市民が住み

やすい環境の整った都市のかたち。
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市民協働 自発的かつ自立した市民あるいは市民団体と行政と

が共通の目的を達成するために、適切な役割分担のも

とで協力して働く(行動する)こと。

浸水想定区域 水防法に基づき、国土交通大臣又は都道府県知事が指

定する、河川の氾濫、雨水の排除ができないことによ

る出水、高潮による氾濫が起きた場合に浸水が想定さ

れる区域。

水源涵養機能 大雨が降った時の急激な増水を抑え（洪水緩和）、し

ばらく雨が降らなくても流出が途絶えないようにす

る（水資源貯留）など、水源山地から河川に流れ出る

水量や時期に関わる機能。

スーパー・メガリージョン リニア中央新幹線が開通し、首都圏と中部圏と関西圏

の三大都市圏が一体化されるとされることによって

巨大経済圏を創造する計画。

スマートインターチェンジ 高速道路の本線やサービスエリア、パーキングエリア

などから乗り降りできるように設置される ETC を搭

載した車両に限定したインターチェンジ。

スマートシティ IT や環境技術などの先端技術を駆使して街全体のイ

ンフラさサービスを効率的に管理・運営し、省資源化

を徹底した環境配慮型都市。

生活環境 住生活を営むうえでの安全性、保健性、利便性、快適

性などの総合的な状況のこと。

生活機能 生活する上で必要となる、医療・福祉・子育て・商業

などの機能のこと。

生産緑地 市街化区域内にある一団の農地などで、

1．公害または災害の防止、農林漁業と調和した都市

環境の保全など良好な生活環境の確保に相当の効用

があり、公共施設などの敷地の用に供する土地として

適している。

2．500 平方メートル以上の規模の区域である（本市

は条例で 300 平方メートルに規模を引き下げてい

る）。

3．用排水その他の状況を勘案して農林漁業の継続が

可能な条件を備えていると認められる。

という 3 つの条件を備えた区域。
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ゾーン 土地利用の内容が同じものをまとまりとした区域の

こと。

Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0 サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空

間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と

社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会

（Society）。

た行 多面的機能 国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な

景観の形成、文化の伝承など農村で農業生産活動が行

われることにより生ずる食料その他の農産物の供給

の機能以外の多面にわたる機能。

地域コミュニティ 一定範囲の地域の広がりのなかの日常社会圏での住

民のつながりのこと。

地域地区 都市計画法における土地利用の誘導、規制を定める制

度。用途地域、高度地区など 21 種類ある。

地籍調査 国土調査法に基づき、調査地域内の毎筆の土地につい

てその所有者、地番及び地目並びに境界（筆界）など

を調査し地積に関する測量を実施して、その結果を地

図及び簿冊に作成すること。

地区計画 都市計画法に基づく制限の一種。地区の現状及び将来

動向を踏まえ、良好な環境の形成または保持のため合

理的な土地利用を行うことを目的とした秩序ある開

発及び建築を誘導するための詳細計画。

低未利用地 市街化区域内において、道路、鉄道、水面など公共空

間以外の土地で、平面駐車場や建物跡地など土地利用

がされていない土地。

特別警戒区域 土砂災害防止法に基づき、警戒区域のうち土砂災害が

発生した場合、建築物に損壊が生じ住民の生命または

身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められ

る土地の区域。

特別用途地区 都市計画法に基づく、地域地区の一種。用途地域内の

一定の地区において、その特性にふさわしい土地利用

の増進、環境の保護などを図るため建築規制の強化、

緩和を行う地区。
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都市機能 商業、工業、業務、交通、文化、教育、福祉など都市

における社会的、経済的な仕組みのこと。

都市基盤 道路・街路、鉄道、河川、上下水道、エネルギー供給

施設、通信施設などの生活・産業基盤や学校、病院、

公園などの公共施設のこと。

都市計画区域 都市計画を策定する場というべきもので、都市計画や

都市計画に関連する法令の規制を受けるべき土地の

範囲。都市計画法に基づき、自然的、社会的条件など

を勘案して一体の都市として総合的に整備し、開発

し、及び保全する必要のある区域について、県が指定

するもの。

都市計画道路 都市計画において定められる道路で、都市施設の一種

（自動車専用道路、幹線道路、区画道路、特殊道路の

4 種類）。

都市構造 都市を形成するうえで、骨格となる交通体系、土地利

用、自然環境などの全体的な構成のこと。

都市再生推進法人 都市再生特別措置法に基づき、地域のまちづくりを担

う法人として、市町村が指定する団体。

都市施設 都市計画法第 11 条に基づく、道路、公園、下水道な

どのことで、安全で快適な都市生活と機能的な都市活

動に欠かせない公共施設で、都市としての根幹を形成

するもの。

都市的利便性 人々が集まって住んでいる地域（都市）の方が、日常

的な買い物や通院、金融機関や行政サービスの利用な

ど、都市機能までの移動距離が短い。これらの活動を

身近なところで一度に済ませられる、都市の暮らしや

すさ。

都市農業 市街地及びその周辺の地域において行われる農業。

土砂災害警戒区域 土砂災害防止法に基づき、土砂災害が発生した場合

に、住民の生命または身体に危害が生ずるおそれがあ

ると認められる区域で、土砂災害を防止するために警

戒避難体制を特に整備すべき土地の区域。通称イエロ

ーゾーン。
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都市利便増進協定 都市再生特別措置法に基づき、地域のまちづくりのル

ールを地域住民が自主的に定めるための協定制度。

都心 都市における商業、業務、サービスなど都市機能の中

心となる地域のこと。

土地区画整理事業 土地区画整理法に基づき、公共施設の整備改善及び宅

地の利用の増進を図るため、地権者から土地の提供

（減歩）により行われる土地の区画形質の変更や公共

施設の新設又は変更に関する事業のこと。

土地利用 1 土地のさまざまな利用状況のこと。

2 効率的な都市活動の増進、自然環境の保全、特色

ある街並みの形成などを図ることを目的として、開発

行為や建築物の立地に関するルールを定めるもの。

土地利用混在箇所 住宅地の中に工場が立地あるいは工場地の中に住宅

が立地している様な住宅、工場、商業などの土地利用

が混在しているところ。

土地利用フレーム 計画的にまちづくりを進めるための将来の都市の土

地利用の規模を想定するもの。

は行 パークアンドライド 都心ゾーンなどの道路混雑や駐車場不足に対処する

ため、郊外部などに駐車場を設置し、そこで自動車か

ら公共交通機関に乗り換えて目的地に向かう方法の

こと。

バリアフリー 高齢者、障がい者などが円滑に移動できるように、段

差などの障害（バリア）となるものを取り除くこと。

具体的には、まちや住まい（交通施設や公共の建築物

や道路、個人の住宅など）において、高齢者や身体障

がい者などの利用に配慮した設計・整備を行うこと。

ＢＣＰ 大規模自然災害などの緊急事態が発生した場合でも、

企業が重要な業務を継続するための計画。事業継続計

画。

風致地区 都市計画法に基づく地域地区の一種。都市の風致（丘

陵、樹林、水辺地などの良好な自然的環境）を維持す

るために設けられており、風致地区内においては、建

築物の建築、宅地の造成、樹林の伐採などの行為につ

いて、条例により、必要な規制が課せられる地区。
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防災ネットワーク 災害時に、緊急車両や物資の輸送のために通行が可能

な道路のネットワークのこと。

ま行 ＭａａＳ バス、電車、タクシーからライドシェア、シェアサイ

クルといったいろいろな種類の交通サービスをＩＴ

技術を活用して移動を１つのサービスとして統合す

る移動の新しい考え方。

や行 優良建築物等整備事業 市街地の環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給な

どに資するため、土地の利用の共同化、高度化などに

寄与する事業のこと。

優良農地 土地改良事業で整備され生産性が向上した一団の農

地のこと。

ユニバーサルデザイン 障がいの有無、年齢、性別、人種などにかかわらず多

様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザ

インする考え方。

用途地域 都市計画法に基づく地域地区の一種。土地利用にあっ

た環境を保ち、また、効率的な活動を行うことができ

るように、各地域にふさわしい建物の用途、形態（建

ぺい率、容積率、高さ）などのルールを定めて、良好

な都市環境をつくるもの（13 種類の用途があり、大

きくは住居系、商業系、工業系の 3つに区分される）。

ら行 立地誘導促進施設協定 交流広場、コミュニティ施設、防犯灯など、地域コミ

ュニティやまちづくり団体などが共同で整備・管理す

る施設についての地権者による協定。

リデザイン 建物、道路、公園、景観などをその地域の自然・歴史・

文化を生かすように再設計すること。

リノベーション 建物の改修工事などにより、建物の性能を新築の状態

よりも向上させたり、価値を高めたりすること。




